はじめに
大阪府では、「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書（平成１２年１２月）」や平成１４年９月の大阪府社会福祉審議会答申「これからの地域福祉のあり方とその推進方策について」を踏まえ、平成１５年３月に「第１期大阪府地域福祉支援計画」を策定した。

本計画では、これまで小地域ネットワーク活動を通じて構築したネットワーク体制等を基盤に、要援護者を早期に発見し、必要なサービスにつなぐといった機能の充実・強化を図ることとした。

また、平成１６年２月に策定した「大阪府健康福祉アクションプログラム（案）」においては、「真に必要な人に、必要なとき、必要なサービス」がきちんと届くよう、要援護者を見守り、生活上の課題を発見し相談を受けながら、課題解決や自立の支援に結び付ける地域の健康福祉セーフティネットづくりを進めることとした。

このような考え方のもと、本府では、平成１６年度から、概ね中学校区単位で地域における見守り・発見・相談・つなぎの機能を担うコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を配置するＣＳＷ機能配置促進事業を全国に先駆け実施し、平成１９年６月には、現行の「いきいきネット相談支援センター　コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）事業ガイドライン」を作成し、本事業の府域への展開を進めてきた。
本事業は、全国知事会からも「優秀政策（ベストプラクティス）」として選定されるなど、高い評価を受けている。
近年、急速な高齢化の進展や雇用情勢の悪化等に伴い、福祉課題を抱える要援護者が増加しているほか、児童虐待事件の増加や高齢者の孤独死に代表される地域での人と人とのつながりが希薄な社会になるなど、福祉を取り巻く環境は大きく変化している。
このため、本府では、住民に身近な市町村が地域の実情に応じて地域福祉を推進するための事業を主体的かつ柔軟に実施できるよう、本事業を再構築し、平成２１年度に「地域福祉・子育て支援交付金」を創設した。

これにより、ＣＳＷの専任及び資格要件等が市町村の自主性に委ねられることになったため、改めてＣＳＷの配置事業の意義や具体的な事業の進め方などを示す現行のガイドラインを改訂し、このたび、新たに本ガイドラインをとりまとめた。
第１章　ＣＳＷ機能配置促進事業の総括及び新ガイドライン作成の趣旨

１  これまでのＣＳＷの活動の成果

○　大阪府では、制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むコミュニティソーシャルワーカー（以下「ＣＳＷ」という。）を中学校区等の単位で設置するいきいきネット相談支援センターに配置し、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るコミュニティソーシャルワーク機能配置促進事業（以下「ＣＳＷ機能配置促進事業」という。）を平成１６年度から市町村とともに進めてきた。

ＣＳＷは、平成２０年度末には府内３９市町村の１４２箇所に配置され、要援護者に対する個別支援や住民活動のコーディネートを行うほか、既存の福祉サービスでは対応しきれない課題に対しても、「福祉ごみ処理プロジェクト」や「徘徊ＳＯＳメールシステム」など新たな解決システムの開発により、解決に取り組んできた。

さらに、豊中市では、ＣＳＷが中心となって新聞配達や宅配事業、郵便、電器小売業店など地域で戸別訪問することが多い事業者と連携し、要援護者を地域で見守る体制を構築する「安心生活創造事業」を実施するなど、福祉関係者、地域住民、事業者の参加による福祉のまちづくりのコーディネートも行っている。

○　ＣＳＷ機能配置促進事業については、平成２０年度で廃止し、市町村が創意工夫を凝らし地域の実情に応じて自由に事業を展開することができるよう、「地域福祉・子育て支援交付金」として再構築した。

平成２１年度からは市町村が本交付金も活用して引き続きＣＳＷの配置事業を実施しており、平成２１年度末現在の配置数は、１５９名となっている。
　

２　ＣＳＷの配置事業に関する課題
　  (1)　他の地域福祉のコーディネーター等との役割の整理及び一層の連携強化

平成１６年度のＣＳＷ機能配置促進事業の開始からこれまでの間、平成１８年の介護保険法の一部改正による地域包括支援センターの設置や大阪府社会福祉協議会が配置する社会貢献支援員、大阪府社会福祉協議会老人施設部会が配置する老人福祉施設の相談員（施設ＣＳＷ）、大阪府社会福祉協議会保育部会が配置する地域貢献支援員（スマイルサポーター）、障害者自立支援法に基づく相談支援事業を行う障がい者相談支援事業所等ＣＳＷと類似の役割を担う地域福祉のコーディネーターが整備された。

このため、これらの役割を整理するとともに、効果的な連携方策を検討し、地域福祉のセーフティネットを一層充実させる必要がある。

(2)　ＣＳＷの認知度の一層の向上

ＣＳＷの認知度に関し、市町村やＣＳＷ本人から以下のような意見が寄せられていることから、CSWの認知度の一層の向上を図る必要がある。

（市町村からの意見）

・　CSWがライフセーフティネット上の役割を担う者として、市民に十分認識されていない。

・　ＣＳＷの役割について、福祉関係者には一定周知されてきたものの、一般市民の認知度が低い。
・　ＣＳＷの認知度の向上を図ることにより、住民に身近な存在としてＣＳＷが活動しやすい環境を整えることが必要である。

（ＣＳＷからの意見）

・　民生委員・児童委員にも認知されていないケースもあり、更なる周知が必要である。
・　市町村内部でも、部局によっては十分に認識されていない場合もある。
・　ＣＳＷが少ない市町村では相談等の対応で精一杯となり、広報活動等に割く時間がない。
(3)　ＣＳＷの資質の一層の向上

　   　ＣＳＷの資質の向上に関し、市町村やＣＳＷ本人から以下のような意見が寄せられていることから、ＣＳＷの資質の一層の向上を図る必要がある。

（市町村からの意見）
・　新任ＣＳＷの養成および現任者のスキルアップや更なる専門知識を習得するため、研修会等の充実が必要である。
・　ＣＳＷの質の向上と力量による地域間格差を埋める取り組みが必要である。
・  ＣＳＷの資質の向上を図るためには、研修等でＣＳＷ同士の意見交換を通じて府内の状況を把握し、それを自分の活動にフィードバックすることが必要である。

（ＣＳＷからの意見）

・　ＣＳＷが所属する施設の専門分野の支援は得意であるが、異なった分野での支援は弱い。

・　ＣＳＷの配置されている事業所によって活動内容に格差が生まれている。
３　今後ＣＳＷに求められる役割 
○　平成２１年度のＣＳＷの活動実績を見ると、要援護者に対する個別相談件数は、５４，９３６件、既存の公的サービス等につないだ件数は、６，８８３件、各種サービスの利用申請支援件数は、４，２４１件となっているなど、要援護者に対する個別支援は一定できていると考えられる。
しかしながら、要援護者に対する見守り・相談対応等の個別支援をＣＳＷだけが行うことになれば、ＣＳＷが「何でも屋」、「各分野での制度対応が困難なケースの持ち込みどころ」として位置づけられるおそれがある。

また、これまで大阪府が配置を進めてきたＣＳＷに求められる機能は、要援護者に対する個別支援だけでなく、要援護者を「本来対応する機関につなぎ」ながら、当該要援護者を地域で支えることができる「ケア・ネットワーク」の構築及び普遍的な仕組みの開発・提言である。

○　したがって、今後ＣＳＷには、個別支援を地域支援に発展させ、要援護者を見守り・支えるボランティアグループの組織化や要援護者支援のための新たなサービス・仕組みの開発を通じたセーフティネット体制づくり、地域福祉計画及び他の分野別計画の策定並びに福祉施策の推進に関する行政への提言等をこれまで以上に行うことが期待される。
また、その際には、民生委員・児童委員、校区（地区）福祉委員等福祉関係者との連携を一層強化することはもとより、日頃から地域住民と接する機会の多い事業者等福祉関係者以外の者とも連携しながら行うことが求められる。
４　新ガイドライン作成の趣旨
(1)　ＣＳＷがその役割を遺憾なく発揮するための体制整備の促進
○　平成２０年度まで実施していたＣＳＷ機能配置促進事業は、府の補助事業であったため、ＣＳＷとして業務を行うための要件等については、「コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業実施要綱」で規定していたが、交付金化に伴い、現在要件等は市町村の自主性に委ねられている。
しかしながら、ＣＳＷがこれまで果たしてきた見守り・発見・つなぎ等地域福祉のセーフティネットの機能は、今後とも地域福祉を推進していく上で重要であることから、大阪府は広域的自治体として、市町村に対し、地域福祉・子育て支援交付金による財政的支援と併せて、より効果的・効率的なＣＳＷの配置事業の実施手法についての情報提供等の技術的支援を行う必要がある。

○　また、ＣＳＷがその役割を遺憾なく発揮するためには、上記２で記載したような課題を解消するとともに、上記３で記載したような役割を果たすことができるよう、市町村や事業の実施事業者において必要な体制が整備される必要がある。
(2)　「無縁社会」における多様な福祉課題への対応
○　近年、わが国においては、痛ましい児童虐待事件や１００歳以上の高齢者の所在不明問題、「ひきこもり」に代表される、いわゆる「無縁社会」といわれる状況が生じている。

　こうした中、国においては、無縁社会対策の基盤づくりを進める地方公共団体に対する財政的支援やひきこもりの人等からの相談に乗り、就労支援機関や福祉・医療機関につなぐなどの支援を行うパーソナル・サポーターの配置など様々な対策を講じているところである。
○　本府においては、地域における見守り・発見・つなぎの機能を強化するため、全国に先駆けＣＳＷの配置を進めてきたところであるが、ＣＳＷの活動は、このような問題の解決にも有効であることから、今こそＣＳＷの役割を改めて見直し、その機能強化を図る必要がある。
　このように、わが国の社会情勢やＣＳＷを取り巻く状況が大きく変化していることから、市町村等においてＣＳＷの配置事業の実施に必要な体制整備を促進するとともに、より効果的・効率的に本事業を実施することができるよう、ＣＳＷのあるべき姿や標準的なモデルについて検討し、市町村におけるＣＳＷ配置事業に関する新たなガイドラインを作成するものである。
なお、本ガイドラインの作成にあたっては、平成１９年６月に作成した「いきいきネット相談支援センター　コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）事業ガイドライン」の内容を基本的に継承することとしている。
第２章　市町村における地域福祉セーフティネット構築のための取組み及びＣＳＷの配置事業の推進にあたっての基本的な考え方
１　市町村における地域福祉セーフティネットの構築及び地域福祉計画等へのＣＳＷの位置づけ

○　市町村には、高齢・障がい・子ども等の属性や分野に関係なく、また、制度の狭間の問題等既存の福祉サービスだけでは対応困難な福祉課題に対応するための地域福祉セーフティネットを地域の実情に応じて構築することが求められている。
地域福祉セーフティネットの構築にあたり中核的な役割を担うのが、そのような福祉課題の解決に取り組むＣＳＷをはじめとする地域福祉のコーディネーターである。
○　そのため、市町村は、地域福祉計画において当該市町村における見守り・発見・つなぎ機能や権利擁護の仕組みその他の地域福祉セーフティネットのビジョンを示すとともに、ＣＳＷの機能・役割やＣＳＷをはじめ多様な関係機関・団体が参加する地域福祉のネットワークについて明確に位置づけ、ＣＳＷの配置事業の実施事業者はもとより地域の福祉資源や住民等とも連携しながら、ＣＳＷが有効に機能するような仕組みづくりに取り組むことが重要である。
むしろＣＳＷは、市町村による地域福祉セーフティネット構築と一体となって配置されなければ十分に機能しないととらえる必要がある。
○　また、高齢者、障がい者、子ども等他の分野との連携強化を図るため、ＣＳＷを障害者基本法に基づく市町村障がい者計画、老人福祉法に基づく市町村老人福祉計画、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画等他の行政計画にも位置づけることが望ましい。
２　市町村におけるＣＳＷの配置事業の目的

○　ＣＳＷの配置事業は、市町村における地域福祉セーフティネットを機能させるため、ＣＳＷを市町村が適切と認める一定のサービス圏域に配置し、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強化を図るとともに、地域福祉力（地域の様々な福祉課題を行政、専門職及び地域住民の協働により解決していく力）の向上を目指すことを目的とする。
　  地域福祉力が向上し、当該地域における福祉課題への早期発見・早期対応能力をはじめ総合的な対応能力が高まることにより、結果として、当該市町村における社会福祉に係る費用の必要以上の増大が抑えられることも期待できる。
※　ＣＳＷとは・・・地域住民等からの相談に応じ、専門的な福祉課題の解決に向けた取組みや住民活動の調整を行うとともに、行政の施策立案に向けた提言（地域住民主体の見守り・支え合い体制の構築など公民協働で福祉課題の解決を図るための提言）等を行う地域福祉のコーディネーターの役割を担う者で、以下のような機能を担うこととしている。

①　制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決
＜制度の狭間の事案とは＞

ひきこもり、ごみが放置されている家等既存の福祉制度だけでは対応しきれない事案又は既存の公的福祉サービスで定められているサービス給付要件に該当しない事案。

その他以下のような人も「制度の狭間」にある要援護者であると考えられる。

ア　必要な経費が負担できないためにサービスの利用を躊躇する人

イ　本人の意思で生活保護等公的福祉サービスの適用そのものを拒んだり、外形的な所得判定要因ではとらえられない生活上の課題が生じているケース
ウ　公的な福祉サービスに関する情報があっても理解や活用が難しく、かつ、家族や友人など身近な人々の手助けが期待できない状態にある人

エ　病気や怪我により、一時的に支援を要する状態にある人
＜解決援助の方法＞

　地域において支援を必要とする人々の生活圏や人間関係等環境面を重視した援助
②  地域を基盤とする活動やサービスを発見して支援を必要とする人に結びつける。
③　新たなサービスの開発や公的制度との関係の調整　　
④　市町村におけるセーフティネットの構築・強化のための取組みへの参画
　　　
⑤　地域福祉計画及び他の分野別計画の策定その他福祉施策推進に向けた行政への提言

第３章　市町村における地域福祉セーフティネット構築のための取組み及びＣＳＷの配置事業の進め方

１　地域福祉セーフティネットの構築及びＣＳＷ配置事業の実施にあたり、市町村に求められる姿勢

○　市町村には、地域福祉セーフティネットを構成する重層的なネットワークを整備するとともに、行政や地域福祉のコーディネーター等関係者間の連携体制を整備することが求められる。
　　　　ＣＳＷの配置事業の実施にあたっては、ＣＳＷを最適と判断する機関・施設に配置すること、及び本事業を委託又は補助により実施する場合は、最適と判断する法人に委託又は補助することにより、事業を実施することが求められる。

　　　　また、第１章 ２で記載した以下の課題への対応等ＣＳＷが円滑に活動できるような環境の整備に取り組むことが求められる。

①　他の地域福祉のコーディネーター等との一層の連携強化

②　ＣＳＷの認知度の一層の向上

③　ＣＳＷの資質の一層の向上
○　さらに、本事業は、大阪府が全国に先駆けて実施した先進的な事業であり、市町村によっても実施形態が多様であることから、各市町村においては、地域福祉計画の進行管理にあたり、ＣＳＷの活動実績報告書の作成や本事業に関する評価項目の検討等を行い、ＣＳＷの活動を評価することが求められる。
(1)  地域福祉セーフティネットを構成するネットワークの構築及び行政、地域福祉のコーディネーター等関係者間の連携体制の整備
市町村における地域福祉セーフティネットの構築にあたっては、① 小学校区等「日常生活圏域」、② 中学校区等「サービス圏域」、③ 「市町村域」の三層でのネットワークが必要であると考えられる。
市町村は、ＣＳＷとともに、各圏域単位でのネットワークの有無の確認及びそのつながりの度合いを点検し、ネットワークが不十分な場合はその強化を図ることが求められる。また、その際には、地域包括支援センターのネットワークなど、分野別に構築される仕組みとの連携について考慮する必要がある。
具体的には、市町村とＣＳＷは、各圏域のネットワーク内の関係機関・団体、他の地域福祉のコーディネーターと連絡会議を開催するなどにより、関係者間の連携強化を図る必要がある。
さらに、ＣＳＷと民生委員等地域住民、地域包括支援センター等専門機関、保健所等行政機関で構成する代表者会議など各圏域のネットワークをつなぐ場の設置も必要である。　

　　  

①　見守りとニーズ発見のための「日常生活圏域」でのネットワークづくり

要援護者の福祉課題を発見するためには、ＣＳＷと小学校区等住民に身近な「日常生活圏域」にある社会資源とのネットワークづくりが不可欠である。

このため、市町村は、ＣＳＷと民生委員・児童委員や校区（地区）福祉委員会活動（小地域ネットワーク活動等）等の福祉関係者、さらには自治会や学校、医療機関、商店街等福祉関係者以外の者とのネットワークを構築し、住民に身近な地域における見守り・発見・つなぎの機能を強化することが必要である。
とりわけ、民生委員・児童委員は、ニーズのつなぎどころがない場合、「複雑なケースを抱え込む」、あるいは、「ケースに気付いても対応できない」といった状況に陥りやすいことから、民生委員児童委員協議会等で、ＣＳＷとの連携の必要性について十分理解してもらう必要がある。
また、小地域ネットワーク活動との連携については、ＣＳＷがいきいきサロン等に参加することは、地域とのつながりを構築する初期段階においては効果的である。ただし、地域とのつながりづくりができた後は、地区民生委員児童委員協議会での事例検討会や校区（地区）福祉委員会の小地域ネットワーク連絡会などに参加する方向にシフトしていくことが望ましい。
なお、いきいきサロンなどに参加していない要援護者の、潜在している個別ニーズを早期に発見し、早期に対応することがＣＳＷの果たすべき重要な役割である。
その他ボランティアセンターに寄せられる住民の個別ニーズも、既存の制度では対応できず、CSWとの連携が必要となるケースが増えてきている。CSWが把握した個別課題を、住民や専門機関とともに「地域課題」として共有するためには、ボランティア活動の振興に関する事業を行っている社会福祉協議会のネットワークとの連携、地域福祉活動計画との連動が有効である。
さらに、同じ問題を抱えた当事者組織とのつながりづくりも、CSWが事業を進める上での重要なポイントとなる。当事者グループは一市町村を超えて広域で組織されていることも多く、CSWはその活動状況を把握しておく必要がある。
なお、要援護者の身近な場での仲間づくりなどは、社会福祉協議会や隣保館と連携して進めることが有効である。

②　課題解決のための「サービス圏域」でのネットワークづくり

「日常生活圏域」で発見された様々な福祉課題をワンストップで受け止め、必要なサービスにつなげるなどの解決に取り組むためには、中学校区等一定の「サービス圏域」において、ＣＳＷをはじめとする地域の相談・支援機能を集約したネットワークの構築が不可欠である。
とりわけ、平成１６年度のＣＳＷ機能配置促進事業の開始後、以下のようなＣＳＷと類似の役割を担う地域福祉のコーディネーターが整備されていることから、これらのコーディネーターとの強力なネットワークを構築する必要がある。

ア　地域包括支援センター

市町村では、介護保険法第１１５条の４５の規定に基づき、地域における高齢者等からの総合的な相談、虐待対応等権利擁護のための支援、介護予防のためのケアプラン作成、ケアマネジャーへの指導・助言等を行うため、地域包括支援センターを設置している。
イ　社会福祉施設の相談員（施設ＣＳＷ）

大阪府社会福祉協議会老人施設部会では、制度の狭間等の既存の制度だけでは対応困難な地域の要援護者に対する社会貢献事業を平成１６年度から実施しており、府内の老人福祉施設に相談員（施設ＣＳＷ）を配置し、要援護者に対する見守りや相談等を行うとともに、老人福祉施設の自発的な拠出により基金を設置し、その基金を活用した経済支援を行うことにより、要援護者の生活問題の解決や自立支援を図っている。
ウ　社会貢献支援員
大阪府社会福祉協議会では、社会貢献事業の円滑な推進を図るため、平成
１６年度から施設ＣＳＷをサポートする社会貢献支援員を配置し、府においては、この取組みに対して助成する高齢者医療・健康･福祉サポート機能等支援事業を平成１６年度から平成２０年度までの５年間行ってきた。
平成２１年度からは、大阪府社会福祉協議会が自主事業として社会貢献支援員を配置している。
エ　地域貢献支援員（スマイルサポーター）

大阪府社会福祉協議会保育部会では、地域の子育て家庭への相談活動に加えて、その活動内容を高齢者や障がい者等に関するものにまで広げ、子育て支援の充実や地域の関係機関との連携強化を図るなど児童・地域福祉の一層の向上に貢献することを目的として、平成２１年度から地域貢献支援員（スマイルサポーター）を民間保育所に配置している。

オ　障がい者相談支援事業所
市町村においては、障害者自立支援法第７７条第１項の規定に基づき、障がい者等からの相談に応じ必要な情報の提供・助言その他の便宜供与等を行う相談支援事業を実施することとされており、市町村から委託を受けた障がい者相談支援事業所が、事業を実施している。
このため、市町村は、ＣＳＷと「サービス圏域」で活動する様々な地域の相談・支援機関とりわけ地域福祉のコーディネーターとのネットワークを構築し、地域の福祉課題の解決機能を強化することが重要である。
また、地域福祉のコーディネーターのうち、地域包括支援センター、社会福祉施設の相談員（施設ＣＳＷ）及び社会貢献支援員とは、以下の理由からより強力に連携し、一体となって地域の要援護者を支援する体制を整備することが必要である。
ア　地域包括支援センターとの連携
地域包括支援センターは、平成２２年４月１日現在、府内１８６箇所に設置され、高齢者からの相談に乗り、適切な保健・医療・福祉サービス、機関又は制度の利用につなげる総合相談支援業務を行っていることから、特に高齢者支援において、地域包括支援センターとの連携が不可欠である。
また、最近、地域包括支援センターには、単に高齢者だけの問題にとどまらず、障がい者、児童、就労といった様々な事象が関連する相談が増加しており、そういった相談に対応していくためにも、相互の連携がますます重要になってきている。
イ　社会福祉施設の相談員（施設ＣＳＷ）及び社会貢献支援員との連携
社会福祉施設の相談員（施設ＣＳＷ）及び社会貢献支援員は、府内の社会福祉施設に配置されており、個別支援の活動を通じて必要性が認められるケースについて、「大阪府社会福祉協議会　社会貢献基金」を活用した経済的支援を行っている。
施設ＣＳＷ、社会貢献支援員の対応するニーズは、ＣＳＷと同様であることから、両者がお互いの特長を活かしつつ、連携して課題解決に努める必要がある。


③　広域的・専門的な課題解決及び総合的な福祉施策推進のための「市町村域」
でのネットワークづくり

　　　　ＣＳＷが解決に取り組む福祉課題の中には、より広域的な対応が求められるものや個々のＣＳＷだけでは対応困難な専門的なものがあり、このような広域的・専門的な福祉課題については、「市町村域」での対応が求められる。
また、ＣＳＷが行った個別支援を通じて発見された福祉課題のうち、同様の課題を抱える要援護者が一定数いるなど個別の課題解決にとどめることが適切でない場合は、当該課題解決のための新たなサービス（普遍的な仕組み）を開発したり、当該課題に対応するための地域福祉計画その他の行政計画の見直し等総合的な福祉施策の推進を行うことが求められる。このような対応を行うためには、市町村内の関係各課及び保健医療、労働、教育等各分野の行政機関によるネットワークの構築が不可欠である。
このため、市町村は、ＣＳＷからの施策提言や制度の狭間等の福祉課題に関する情報提供を踏まえ、庁内関係各課や各分野の行政機関とのネットワークを構築し、広域的・専門的な福祉課題の解決機能を強化することが重要である。
そのためには、日頃からＣＳＷの配置事業について、庁内関係各課に積極的に広報するとともに、定期的な連絡会議やケース検討会を開催するなどにより、関係各課の担当者と顔の見える関係になっておくことが望ましい。
その他、広域的・専門的な課題解決及び総合的な福祉施策推進のためには、地域福祉計画等策定委員会と庁内連絡会議との連携も必要であり、その際には、ＣＳＷを地域福祉計画等策定委員会の委員に委嘱することも考えられる。

なお、社会福祉法で「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と位置付けられている市町村社会福祉協議会では、地域福祉活動計画を策定し、小地域ネットワーク活動をはじめとする様々な地域福祉活動を行っていることから、市町村域における地域福祉ネットワークには、市町村社会福祉協議会も参画し、行政と社会福祉協議会が協働で福祉と共生のまちづくりを進めていく必要がある。



(2)　ＣＳＷの適切な配置について

○　ＣＳＷは、中学校区等市町村が適切と認める一定の「サービス圏域」ごとに配置することが望ましい。
府の補助事業として実施していたときは、概ね中学校区に１人のＣＳＷを配置する「地区担当制」をとっていたが、一人一地区担当制の場合、要援護者と地域との関係の把握が容易で、個別支援と地域支援の両面からアプローチできるという長所がある反面、ＣＳＷ個人の力量差により地域格差が生じるおそれもある。

このため、２圏域に２人のＣＳＷを配置するなど「複数地区複数担当制」を導入することなども考えられる。
なお、ＣＳＷは一定の「サービス圏域」ごとに配置されるが、「住民からの相談への迅速・的確な対応、小地域ネットワーク活動等住民活動との連動」という視点を重視すると、ＣＳＷの基礎エリアは「日常生活圏域（小学校区等）」になると考えられる。
したがって、ＣＳＷの配置にあたっては、担当「日常生活圏域」も明確にすることが必要である。
また、人員不足等のため、一人のＣＳＷが担当する「サービス圏域」が広すぎる場合は、「日常生活圏域」内の相談機能を充実させるなど、ＣＳＷに過度の負担がかからないように配慮する必要がある。
　　 ○　ＣＳＷを複数配置する場合、その配置形態として、①　同一の法人に一括して事業を委託し配置する「統一型」、②　さまざまな法人に委託し配置する「多様型」、③  基幹的役割を果たす拠点を市町村域内に１箇所設け、その他の箇所を多様な法人に委託し配置する「基幹型＋多様型」、④　市町村が直接実施する「行政直営型」が考えられる。

それぞれの配置形態ごとの長所、短所及び短所の是正方法は以下のとおりである。
なお、ＣＳＷの配置事業を委託できる適当な法人が市町村内にない場合は、行政直営で行うほか、府域の地域福祉水準の向上のために中核的な役割を担っている大阪府社会福祉協議会や実績のある近隣の市町村の法人に事業を委託する方法が考えられる。
その他、ＣＳＷの広報や資質向上、地域の福祉資源との連携促進等のバックアップを効果的・効率的に行うため、複数市町村が共同で事業を実施する方法も考えられる。
①  統一型
【長所】
・　定期的な連絡会議の開催等による情報共有やスキルアップのための研修等を円滑に行うことができるため、ＣＳＷの活動水準の確保や法人による地域全体の課題共有が比較的容易である。
　　また、「複数地区複数担当制」をとることも可能である。

【短所】
・　様々な福祉課題に組織として対応できる体制が不十分な場合、課題への対応がＣＳＷ個人まかせになるおそれがあるなど、事業成果が当該法人の力量に左右される。

【短所の是正方法】

・　市町村において定期的な情報交換の場を設置するなど、法人のフォローアップ体制を構築する。
②  多様型

【長所】
・　各法人の特性を生かし、相互に補完・協力しあうような体制を構築することが期待できる。
【短所】

・　定期的な連絡会議の開催等による情報共有やスキルアップのための研修等を円滑に行うことができず、ＣＳＷの活動水準の確保や地域全体の課題共有が困難な場合がある。（「統一型」の長所が短所になる。）
また、受託事業者の姿勢にバラツキがでやすくなり、「複数地区複数担当制」をとることも困難であるため、地域によってＣＳＷ活動の成果に格差が生じるおそれがある。
【短所の是正方法】
・ 市町村が定期的な連絡会議やスキルアップのための研修等を実施し、ＣＳＷの活動水準の確保や地域全体の課題共有に努める。
③  基幹型＋多様型
【長所】
・  各法人の特性を生かし、相互に補完・協力しあうような体制を構築することが期待できる。（「多様型」の長所を持つ。）
・　基幹的役割を果たす箇所を設けることで行政との調整が進めやすい。また、基幹施設を社会福祉協議会とする場合、CSWを地域とつなぎやすい。
【短所】
・　定期的な連絡会議の開催等による情報共有やスキルアップのための研修等を円滑に行うことができず、ＣＳＷの活動水準の確保や地域全体の課題共有が困難な場合がある。（「多様型」の短所を持つ。）
【短所の是正方法】

・　基幹施設が中心となって各法人の連携体制の構築や行政との調整、地域とのつなぎを的確に行うことができるよう、基幹施設に対するフォローアップ体制を構築する。
④  行政直営型
【長所】
・  ＣＳＷから相談があった際の庁内関係課へのつなぎ等庁内連携が円滑に進むことが期待できる。
【短所】
・ 「縦割り」が残る市町村の場合は、現行制度の壁に阻まれる。

・  民の視点を生かした機動的で柔軟な事業推進が難しくなる。
【短所の是正方法】
・　庁内関係各課で構成する連絡会議の設置等ＣＳＷが発見した課題について、部局横断的に対応できる体制を構築する。
・　福祉課題の把握・必要なサービスへのつなぎを迅速・的確に行うことができるよう、民生委員・児童委員、市町村社会福祉協議会（校区（地区）福祉委員会）、地域包括支援センター、社会福祉施設その他の地域の福祉資源との連携を密にする。

○　ＣＳＷは、平成２１年度末現在、市町村社会福祉協議会、高齢者福祉施設、地域包括支援センター、隣保館、ＮＰＯ法人等に配置されているが、配置数が最も多いのは、市町村社会福祉協議会の７５人、次いで高齢者施設の４９人となっており、配置数全体の８割近くを占めている。
市町村社会福祉協議会や高齢者施設に配置する場合の長所、短所及び短所の是正方法は以下のとおりである。
①　市町村社会福祉協議会配置の場合
【長所】

　　　　　　・　従来から地域福祉事業に取り組んでいるので、様々な福祉課題に組織として対応できる体制が整っている。
・　民生委員や校区（地区）福祉委員会等地域とつながっているので、福祉課題の把握が容易である。
・　行政等関係機関や地域の他の福祉資源と連携が図れているので、行政等への「つなぎ」が容易である。
・　多くの市町村社会福祉協議会では、市町村地域福祉計画と連動した「地域福祉活動計画」を策定していることから、同計画に基づき、ＣＳＷが行った個別支援を地域支援に発展させることが容易である。
【短所】
・　社会福祉協議会は、地域福祉の推進にあたり中核的な役割を担い、多様な福祉課題に対応している一方で、高齢・障がい等一つの分野に特化した事業を行っていないため、専門的な福祉課題への対応が困難な場合がある。
・　社会福祉法人（高齢者施設）であれば比較的円滑に行うことができる支援（施設機能の活用、医療機関との連携等）が困難な場合がある。
【短所の是正方法】
・　社会福祉協議会と行政機関、法人（施設）、地域包括支援センター等で構成する連絡会の開催等により、社会福祉協議会と地域や他の福祉資源との連携強化、とりわけ府社協が取り組んでいる社会貢献事業に従事する社会貢献支援員及び施設ＣＳＷとの連携強化を促進する。

②　高齢者施設配置の場合
【長所】
・　法人（施設）の持っている特長（施設機能の活用、社会貢献基金等）に応じた支援を行うことができる。
【短所】
・　法人（施設）の性質上、支援の対象が限定されるおそれがある。

・　ＣＳＷは、法人（施設）のサービス利用者以外の地域住民に対しても支援を行うため、法人（施設）によっては、ＣＳＷが抱える福祉課題に組織として対応せず、課題への対応がＣＳＷ個人まかせになるおそれがある。
・　法人（施設）によっては、民生委員や校区（地区）福祉委員会等地域とのつながりが弱いため、福祉課題の把握が困難な場合がある。
・　法人（施設）によっては、行政等関係機関や地域包括支援センター等の福祉資源との連携が緊密でないため、行政等への「つなぎ」が円滑に行われない場合がある。
【短所の是正方法】
・　情報交換の場の設置等により、市町村担当課とＣＳＷ及びその所属法人（施設）との連携を密にし、ＣＳＷから担当課の所管分野以外の事案に関する相談を受けた場合は、庁内関係各課につなぐなど、市町村においてもＣＳＷのフォローアップ体制を構築する。
・　ＣＳＷの配置事業の実施により、地域にとって「頼れる施設」になった、デイサービス等の利用につながった、という例もあるなど、法人（施設）にもメリットがあることを十分に説明し、積極的にＣＳＷを支援する体制を構築するよう指導する。
・　法人（施設）と行政機関、民生委員、校区（地区）福祉委員、地域包括支援センター等で構成する連絡会の開催等により、法人（施設）と地域や他の福祉資源との連携強化を促進する。

(3)　委託（補助）事業者との協議

①  委託（補助）事業者に「地域に貢献する意思・姿勢」が見られない場合には、CSWが孤立し、十分にその役割を果たすことができず、結果として事業の効果が得られなくなるおそれがあることから、事業の実施にあたっては、委託（補助）事業者に対し、「地域に貢献する意思・姿勢」を十分確認する必要がある。
②　ＣＳＷの配置事業を効果的に実施するため、ＣＳＷの配置にあたっては、３で記載する「ＣＳＷのあるべき姿及び標準的なモデル」を踏まえ、特に以下の点について、委託（補助）事業者と十分協議する必要がある。

・  ＣＳＷは原則として「専任」で配置するよう調整すること。やむを得ず兼務させる場合においても、ＣＳＷとしての業務を適切に遂行できないと認められるような職種と兼務させている場合は、もはや「ＣＳＷ」とは言えないことから、そのようなことのないよう指導を徹底すること。
・　同一人が同一場所に一定の期間継続的に配置されるよう調整すること。

　　　　  　  （地域との関係を構築するためには３年程度かかることから、最低３年間の継続配置が望ましい。）
・  ＣＳＷには、コミュニティソーシャルワークに精通した職員を充てること及びＣＳＷが安易に人事異動で交代することのないよう調整すること。
・　法人の定期的な人事異動により、ＣＳＷの異動がやむを得ない場合は、異動があった場合に後任になれる者をＣＳＷの補助者として日頃から配置しておくなど、ＣＳＷが１人でＣＳＷ機能を担うのではなく、受託事業者が組織としてＣＳＷ機能を担うよう調整すること。
③　事業の実施にあたっては、常に人権尊重の視点をもつこと、また、業務を通じて知り得た要援護者又はその家族等の個人情報を正当な理由なく漏らしてはならないことを事業者及びＣＳＷに徹底すること。
④　取り交わす契約書に工夫を凝らす。例えば、配置年度以降5年間の「段階的取組み」（プロセス）と「達成課題」（タスク）を明確にした契約書を締結するなど、CSWに求める事業内容について、委託者・受託者間での合意形成が必要である。
⑤  本事業の適正な実施に資するため、事業者に対し、契約締結時に事業計画書を提出させるとともに、随時、契約どおりに業務を行っているかどうかの確認や必要な指導を行うことが重要である。

(4)　ＣＳＷが円滑に活動できるような環境の整備

①　ＣＳＷ間の情報交換を円滑に行うための連絡支援体制の整備
市町村は、ＣＳＷ間での円滑な情報交換が可能となるよう、定期的に連絡会を開催するなど、市町村内の全てのＣＳＷを包摂する連絡支援体制を整備する必要がある。
また、ＣＳＷを一人しか配置していない場合は、近隣のＣＳＷと情報交換ができる場を設けるよう、近隣市町村に働きかける必要がある。
さらに、市町村域を超えた地域ブロック単位でのＣＳＷ連絡会議を開催することも重要である。
　 ②　ＣＳＷの認知度を一層向上させるための広報の充実
　 　　　　　「CSWは地域に根ざした、公的な役割を担う存在である」ことを住民に広報するとともに、住民から信頼を得ることができるよう、以下のような方法により、ＣＳＷの配置場所である「いきいきネット相談支援センター」が公の相談機関であることを明確にする必要がある。
・　センターの名称に、できるかぎり「地区名」を冠する。

・　市町村で「CSW身分証明書」等を発行する。
また、民生委員、校区（地区）福祉委員、地域包括支援センター職員等の福祉関係者の間でもＣＳＷがあまり知られていない地域もあることから、まずは、福祉関係者への認知度の向上を図る必要がある。

さらに、ＣＳＷの活動を高齢、障がい、子ども等庁内関係各課にも広報し、ＣＳＷへの理解と協力を求める必要がある。

③　ＣＳＷの資質を一層向上させるための研修等の充実
ＣＳＷが地域福祉のセーフティネット機能の役割を十分に果たすためには、資質の向上が不可欠である。
このため、市町村は、大阪府社会福祉協議会が実施しているＣＳＷスキルアップ研修や大阪府が実施するＣＳＷ連絡協議会への積極的な参加を促すとともに、組織づくり、ネットワークづくりに関する研修や困難事例の検討・解決のためのシミュレーション等独自のスキルアップ研修を近隣の市町村が共同で実施するなどＣＳＷの資質の一層の向上に取り組む必要がある。
また、各近隣市町村のＣＳＷの連携強化及び資質の向上を図るため、ブロックごとのＣＳＷ連絡協議会の設置に取り組む必要がある。　

(5)　ＣＳＷの配置事業の評価
　　 市町村は、ＣＳＷの活動実績報告書の作成やＣＳＷ配置事業に関する評価項目の検討等を行い、ＣＳＷの活動を評価することが必要である。


２　ＣＳＷの配置事業の実施にあたり、事業者に求められる姿勢

　　　
　ＣＳＷの配置事業は、市町村がＣＳＷ個人に委託（補助）するのではなく、法人（施設）に委託（補助）するものであることから、本事業の受託（実施）事業者である社会福祉協議会、社会福祉法人・施設、隣保館、ＮＰＯ法人等においては、本事業を地域に開かれ、地域の福祉ニーズに応える社会福祉の事業体としての社会的使命（ミッション）遂行の一環と受け止め、以下の点に留意の上、組織として事業を実施することが求められる。
①　本事業の実施にあたっては、３で記載する「ＣＳＷのあるべき姿及び標準的なモデル」を踏まえるとともに、法人（施設）の役職員に本事業の趣旨・目的を徹底し、適宜上司が助言するなど福祉課題への対応がＣＳＷ個人任せにならないようＣＳＷをサポートすること。
②　ＣＳＷが行政等関係機関や地域包括支援センター等の福祉資源への「つなぎ」を円滑に行うことができるよう、ＣＳＷと関係者の連絡会議に法人の役職員も出席するなどにより、法人としても行政等関係機関や地域の福祉資源との連携を一層図ること。
とりわけ、社会福祉法で「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と位置付けられた社会福祉協議会には、以下の点に留意することが求められる。

・　制度の狭間にある住民ニーズや社会的排除を含めた深刻な生活課題に対応する「地域福祉のまちづくり」は、社会福祉協議会本来の使命であり、市町村とともに本事業を積極的に推進する。
・  市町村社会福祉協議会の校区（地区）福祉委員会活動（小地域ネットワーク活動等）を本事業につなげる役割を担う。
・　市町村社会福祉協議会のコミュニティワーカー（以下「ＣoＷ」という。）とＣＳＷは、互いに協力しながら、市町村の地域福祉セーフティネットの構築を図る。
なお、ＣoＷとＣＳＷの役割は、一部重複する部分があるものの、以下のとおり異なっているので、それぞれ別の人物が担当することが望ましい。
※ 両者の役割
ＣoＷ：
・　地域福祉活動が組織的・継続的に行われるよう、ボランティアの育成支援や小地域活動の組織化・運営支援など現場における小地域活動のコーディネート等を行う。
・　個別課題を地域課題として地域福祉計画に反映させるため、主として地域福祉活動計画に基づき支援する役割を担う。
ＣＳＷ：
・　地域住民からのさまざまな福祉相談に乗り、必要なサービスにつなげるなどの解決に取り組む。
・　住民からの個別相談を通じ、地域の潜在的なニーズを発見し、その解決を図るため、新たなサービスやシステムを開発するとともに、地域福祉計画の見直し等について提言する役割を担う。

３　ＣＳＷのあるべき姿及び標準的なモデル
　　　(1)　ＣＳＷに求められる業務
　　　　　 ＣＳＷは、以下の業務を行うものとする。
 ①　要援護者に対する見守り・発見・つなぎのセーフティネット体制づくり

ア　小地域ネットワーク活動、行政機関や保健・医療・福祉・雇用・就労・住宅・教育等の各分野の関係機関、当事者団体、地域福祉活動団体及び地域住民等で構成するネットワークを活用し、要援護者等に対する見守り・発見、相談から適切なサービスへの「つなぎ」が機能する体制づくりを行う。
イ　特に困難な支援ニーズや複数の機関等による連携が求められる事例については、事例に応じた関係機関で構成する「ケース検討会」を随時開催し、見守りやサービス利用に関する調整を行う。
ウ　地域住民等を対象とする研修会等を開催し、各種の保健福祉サービスをはじめとした要援護者等の支援サービスの存在、利用方法等に関する情報の提供及びその積極的な利用についての啓発を行う。
エ　地域住民と社会福祉法人、社会福祉協議会、地域包括支援センター等福祉の専門家との協働を促進し、福祉課題を抱える要援護者が、フォーマルサービスとインフォーマルサービスの両方を利用しながら住み慣れた地域で安心して生活することができる環境整備を行う。

②　制度の狭間にある要援護者に対する相談への対応等
制度の狭間にあったり、複数の福祉課題を抱える要援護者又はその家族等からの各種相談に対して、訪問・電話・面接等により対応し、必要なサービス・関係機関へのつなぎや各種福祉サービスの利用申請支援等により、その解決に努める。
とりわけ、ＣＳＷには、要援護者が抱える福祉課題をアウトリーチにより発見し、相談に乗り、必要なサービスにつなげることが期待されている。
また、一時的に療養が必要な要援護者に対し、病院への入院をサポートするとともに、退院した後地域で安心して暮らせるよう見守りの体制づくりをコーディネートするなど、ケースによっては、必要なサービスに「つなぐ」だけでなく、つないだ後も要援護者を見守り、必要に応じＣＳＷが再度支援を行うという「継続的な支援」にも留意する必要がある。
なお、要援護者等への見守り、相談支援等の円滑な実施に資するため、要援護者等又はその家族等に関する基礎的事項、支援・サービス計画の内容及び実施状況、サービス利用意向及び今後の課題等を記載した台帳（ケース記録）を整備し、適切に管理することが望ましい。
また、要援護者等又はその家族等に関する基礎的事項等の把握にあたっては、個人情報保護に留意しつつ、区域の民生委員・児童委員、市町村社会福祉協議会、小地域ネットワーク活動、隣保館、当事者団体等の各活動と緊密な連携を図る必要がある。

③　地域住民活動との協働と支援
要援護者の見守り・発見、相談等に資するため、社会福祉協議会等の関係団体と連携して住民懇談会等を開催するなど、区域における住民活動の育成・支援に努めるとともに、必要に応じて要援護者を見守り、支える住民ボランティアグループの組織化や要援護者・その家族等の組織化を行う。
　　　　 ④  新たなサービスや仕組みの開発

要援護者等を支援するための新たなサービスや仕組みを地域福祉活動団体と連携して、研究・開発・普及するよう努める。

⑤　市町村地域福祉計画の策定・見直し、推進等への協力及び市町村におけるセーフティネットの構築・強化のための取組みへの参画
日常の地域福祉活動を通じて得た情報の提供等により、市町村地域福祉計画その他分野別計画の策定・見直し、推進に協力するなど市町村の福祉施策の推進に協力する。
また、地域における見守り・発見・つなぎのネットワークを構築するため、福祉関係者はもとより、地域住民や日頃から地域住民と接する機会の多い事業者の参加による福祉のまちづくりのコーディネート等を市町村とともに行う。

(2)  市町村が構築した重層的な圏域を踏まえたＣＳＷのネットワークづくり
ＣＳＷは、上記(1)に掲げる業務を行うにあたり、まず担当する「日常生活圏域」及び「サービス圏域」でのネットワークづくりに努める必要がある。

　　　　 ①　「日常生活圏域」でのネットワークづくりの取組み例　

ア　日常生活圏域毎の地域プロフィール（地域診断シート）を作成する。

イ　日常生活圏域毎の地域問題の特性と把握するターゲットを明確にする。

ウ　地区民生委員児童委員協議会、地区福祉委員会等とニーズ発見のための連携・協議を行う。

エ　住民等による見守りケース（小地域ネットワーク活動等）の中から、特に専門機関による対応が必要なケースについて、地域の活動団体や社会福祉協議会と協議する場を設ける。

オ　地区福祉委員会や隣保館、関係団体、事業者などを構成メンバーとするネットワーク会議の開催を支援するとともに、会議にも参加する。（当面はサービス圏域で開催し、徐々に日常生活圏域での分散開催に移行していくなど、段階的な取組みが必要である。）

カ　当事者同士の仲間づくりを進める。

　　  ⇒　要援護者にとって、近隣住民の理解と関わりが身近な場での支えとなるが、同じ問題を抱えた当事者同士の仲間づくりを進めることも重要である。日常生活圏域ごとの独居老人の会や高齢者ふれあいサロン、子育てサロンなどがその典型例であるが、これら以外にも、日常生活圏域においては多様な仲間づくりが可能であると考えられる。
②　「サービス圏域」でのネットワークづくりの取組み例　

ア　「複合多問題ケース」について、地域包括支援センター等相談機関と連携するルールづくりを協議する。

イ　専門機関間のネットワークを充実させる。

ウ　住民、行政・専門機関、事業者が参加したネットワーク会議を組織する。（本会議の小学校区エリアでの分散開催も検討。）

※　「サービス圏域」でのネットワーク会議には、住民や当事者も参画していることが望ましい。また、CSWは社会福祉協議会のＣｏＷと連携し、住民・当事者の組織化や本会議の運営支援に努める必要がある。


(3)　ＣＳＷとして業務を行うにあたり、考えられる要件
以下の①に加え、②、③の要件を満たしていることが望ましい。
また、④の要件を満たしていれば一層望ましい。
①　福祉の現場等で一定年数（概ね３年以上）相談業務等に従事したことのある者。
ただし、福祉現場の経験の浅い者であっても、他のＣＳＷがカバーできる体制をとっている場合はこの限りでない。
②　社会福祉士の資格を所有していること。
③　平成２０年度まで大阪府が実施していたＣＳＷ養成研修又は平成２１年度から大阪府社会福祉協議会が実施しているＣＳＷスキルアップ研修その他これに準ずる研修の修了者であること。
※　「その他これに準ずる研修」とは、社会福祉主事任用資格講習やソーシャルワークに関する事例研修等をいう。
④　担当地域をよく知っている者又は担当地域の福祉関係者等とのネットワークを有する者

(4)　ＣＳＷの勤務形態
ＣＳＷが３(1)で記載しているような役割を十分に果たすためには、「専任」が望ましい。事業者の事情によりやむを得ず兼務させる場合においても、上司が定期的に相談に乗ったり、ＣＳＷの業務を補助する者を配置するなど、ＣＳＷが１人でＣＳＷ機能を担うのではなく、事業の実施事業者が組織としてＣＳＷ機能を担う体制を構築することが求められる。
また、ＣＳＷとしての業務を十分に遂行できないと認められるような職種との兼務は適切ではない。
なお、法令等で兼務は不可とされていたり、国から補助金の交付を受けて配置している他の職との兼務は、関係法令等や国の補助金交付要綱に照らして当然不可となる。
※　「専任」とは、もっぱらその配置場所（施設）に常時勤務し、通常の業務時間にＣＳＷとして(1)で記載しているような業務を行っている状態をいう。これらの業務に専念できる状況にあれば、業務の合間に多少所属先の業務等に従事することがあっても「専任」とみなして差し支えない。
  ６　ＣＳＷの配置事業及びＣＳＷ活動の成果目標
市町村においては、ＣＳＷを核とした「実効的な地域福祉セーフティネットの構築」を成果目標として本事業を実施することが求められる。
また、今後ＣＳＷには、地域福祉セーフティネットをより効果的に機能させるため、要援護者に対する見守り・相談対応、既存の公的サービス等へのつなぎ、各種サービスの利用申請支援等の個別支援を通して地域支援に発展させた以下のような活動に重点を傾けていくことが求められる。
(1)　要援護者を見守り・支えるボランティアグループや要援護者及びその家族　等の組織化


(2)　新たなサービスや仕組みの開発


(3)　地域福祉計画や他の分野別計画の策定その他福祉施策推進に向けた行政への提言及び市町村におけるセーフティネットの充実のための取組みへの参画

(4)　福祉のまちづくりのコーディネート

おわりに
　
　　本ガイドラインは、市町村における地域福祉セーフティネットの構築及びセーフティネットの構築にあたり中核的な役割を担うＣＳＷの配置事業の意義や具体的な事業の進め方を示すものであり、市町村におかれては、本事業を推進するための基本指針として活用していただきたい。

本ガイドラインの作成にあたっては、学識経験者等で構成する「大阪府地域福祉支援計画推進委員会セーフティネット部会」から貴重なご意見・ご提言をいただいた。
また、ＣＳＷ本人、事業実施の事業者、市町村及び民生委員等福祉関係者のご協力を得て、ＣＳＷ業務の実情を把握するための調査を実施し、その結果を参考とするなど、作成にあたり関係者の皆様に多大なご尽力をいただいた。

大阪府では、平成２１年３月に第２期大阪府地域福祉支援計画を策定し、市町村における地域福祉の推進を支援するため、地域福祉・子育て支援交付金による財政的支援や大阪府社会福祉協議会が実施するスキルアップ研修への補助を行うほか、各市町村に配置されているＣＳＷ相互の連携・協力を図ることを目的とするＣＳＷ連絡協議会（全体会議、ブロック別会議）を開催しているところであり、本ガイドラインの作成も市町村支援の一環である。
本府としては、平成２３年度は本計画の中間年であることから必要な点検・見直しを行うこととしており、計画の進捗状況をとりまとめるとともに、計画期間内における取組の方向性を再確認し、施策の重点化に取り組むこととしている。

今後とも、市町村における地域福祉の充実や地域の実情に応じた先進的な事業の推進が図られるよう支援し、府域の地域福祉力の向上を目指して全力で取り組んでいく。







「日常生活圏域」におけるネットワークの例及び民生委員、校区（地区）福祉委員、隣保館の相談員等との連携事例（事例１）





「サービス圏域」におけるネットワークの例及び他の地域福祉のコーディネーターとの連携事例（事例２）





「市町村域」におけるネットワークの事例（事例３）





ＣＳＷと地域住民、専門機関、行政機関で構成する各圏域をつなぐネットワークの事例（事例４）











ＣＳＷの配置事業を効果的に実施するため、事業者との委託契約書や事業実施要綱を工夫している事例（事例５）





CSWの認知度や資質向上のための先進的な取組み事例（事例６）





ＣＳＷの資質向上のための先進的な取組み事例の紹介





ＣＳＷの配置事業の評価を行っている事例（事例７）








地域診断を行っている事例（事例８）








要援護者を見守り・支えるボランティアグループや要援護者及びその家族等の組織化を行った事例（事例９）





新たなサービスや仕組みを開発した事例（事例10）





地域福祉計画等の策定への関与や市町村の地域福祉推進の取組みに参画している事例（事例11）





福祉のまちづくりのコーディネートを行っている事例（事例12）









